（R07　夏　府高教　専門部【職業高校部】）
〇　項目２（６）
〇　労働安全衛生法等により、常時50人以上の労働者を使用する事業場においては、事業者は産業医を選任し労働者の健康管理等を行わせることが義務付けられている。府立学校においては、労働者が50人未満の学校を含め各学校に産業医を選任し、学校教職員の労働安全衛生について指導・助言が得られる体制となっている。
項目２（７）
〇　府立学校の環境整備については、事故を未然に防止し、安全確保に万全を期すため、法定点検をはじめ、日常における点検を徹底し、点検の結果により緊急性の高い改修等については、計画的におこなう予防保全とは別に、速やかに現地確認や技術的な検討を行い、必要な対策を講じている。
項目４（１４）
〇　教育庁では、令和3年度から5年度にかけて平成16年度に設置した府立高校の普通教室等の空調設備を更新し、平成30年度から令和5年度にかけて支援学校の特区教室への設置を行った。
また、令和元年から令和5年度にかけて府立高校の体育館への空調設備の設置を行い、令和6年度は令和4年度に大阪市から移管された府立高校の体育館への空調設備の設置を行った。
〇　府立高校の特別教室の空調設備については、各校の音楽室やLAN教室に加え、視聴覚教室など、使用頻度の高い3教室も対象に設置している。
〇　平均気温の上昇や猛暑日の増加など環境の変化を踏まえ、特別教室の使用状況等を検証した上で、生徒の学習環境の改善に必要な対策を検討してまいる。
〇　また、教員については、職員室に空調設備を設置済みであるが、職員室内にすべての教員の席が確保できない学校については、各校の状況を確認しながら、個別に対策を検討してまいる。

〇　府立学校の空調（冷房）設備の運用については、熱中症事故の防止等、生徒の安全確保のため、授業以外のクラブ活動や行事などの学校活動も含め、学校長が必要と判断する場合は、各校の実情に即した柔軟な運用をお願いしているところ。
〇　感染症の拡大防止のため空調設備の使用時においても換気が必要となることから、光熱水費等の予算に不足が生じる場合は、追加で学校予算の配当を行うなど、空調設備の運用に支障が生じないよう対応してまいる。
〇なお、今年度に関しても昨年度に引続き原油価格高騰の影響はあるが、光熱費は必要額を各学校に措置している。
〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも必要な予算額の確保に努めてまいる。
項目４（１６）
〇　府教育庁では、府立学校ICTネットワークサポートセンターを設け、校務用端末やLAN教室端末等の機器、およびネットワーク等に関する各校からの問合せに対応しているところ。
〇　また、全校ポータルサイトに、教職員ICTネットワーク及び学校情報ネットワークそれぞれのページを作成し、ネットワークを管理されている教職員の負担軽減になるよう努めている。
〇　併せて、GIGAスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒1人1台端末に関する問合せ対応やFAQサイトの充実、学校訪問による問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等を通じて、各校の支援を実施しているところ。
項目４（１７）
〇　制度拡充は困難であるが、引き続き、個別の事案について、校長・准校長を通じて相談いただいたものについては、母性保護の観点を踏まえて対応してまいる。
項目４（１９）
〇　地震被害による改修、補修については、学校からの被害状況を聴き取り、順次対応してきたところであるが、一部の学校においては、引き続き改修、補修を実施している状況である。
〇　今後とも、学校の教育活動に支障が生じないよう、施設・設備の復旧に努めてまいる。
項目５（２３）
〇　授業において真に必要な資格を取得するための費用については、校長の判断により公費負担が認められているところ。
項目６（２７）
〇　府立高校に在籍する障がいのある生徒への支援については、必要に応じて非常勤講師を配置するとともに、施設・設備の拡充や支援機器の整備を進めてまいった。
　

〇　また、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」において、公認心理師又は臨床心理士の資格を有する専門家を全校に配置するとともに、予算の状況等を踏まえながら、特定支援員・活動補助員を配置し、支援の充実を図っているところ。
項目６（２８）
〇　府立高校に在籍する障がいのある生徒への支援について、就職を希望する生徒が多く在籍している学校を中心にキャリアコンサルタント等の資格を有するキャリア教育コーディネーターを配置している。
〇　また、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」において、公認心理師又は臨床心理士の資格を有する専門家を全校に配置するとともに、予算の状況等を踏まえながら、活動補助員・特定支援員を配置している。
〇　加えて、例年、支援教育担当者や進路指導担当者等を対象に、「発達障がいのある生徒の進路研修会」を実施し、発達障がい等のある生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実を図っているところ。
項目７（３２）
〇　教員の新規採用については、定数事情が厳しい中ではあるが、今後とも欠員状況を踏まえながら、新規採用者の確保に努めてまいる。
項目７（３３）
〇　農芸員については、直営で担うべき業務として、また、府教育委員会にとって重要な課題である障がい者雇用を推進するため、計画的に採用しているところ。
〇　引き続き、今後の退職動向や再任用希望者の動向等を踏まえて、学校運営に支障がでないように、適切な人事管理に努めてまいる。
項目７（３４）
〇　教員人事においては、「大阪府公立学校教職員人事基本方針」を定め、これに基づき実施している。今後とも各学校の実情に応じて、教員の適正な配置を図り、学校に清新の気風を醸成するとともに、教員の経験を豊かにし、資質の向上を図るため、校長の具申を基に、計画的に進めてまいる。
項目８（４０）
〇　学校管理費における農場生産物にかかる予算については、従前から特定財源として予算額の確保に努めてまいった。
〇　物価高騰による学校管理費への影響は、できるだけ少なくなるよう検討してまいる。
〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも、実習にかかる費用を含め、必要な予算額の確保に努めてまいる。
項目８（４０）、（４１）
〇　産業教育に関する設備の更新などについては、毎年、関係各校より提出される産業教育振興施設・設備の整備計画書にもとづき、各校の状況をふまえ、順次計画的に進めている。
〇　限られた財源の中ではあるが、必要な施設・設備の改善・充実に努めてまいる。
項目９（４３）
〇　総合募集は、1年次に生徒が工業分野に関する基礎を幅広く学習し、自らの興味・関心をもとに専門分野を選択できるようにすることを目的として導入している。
〇　工科高校を含む工業系高校の成果等については、例年、教育行政に係る点検及び評価報告書により状況の把握を行っている。
〇　また、令和4年11月の大阪府学校教育審議会答申「今後の工業系高等学校のあり方について」の内容を踏まえ、各校の取組みの充実が図られるよう努めているところ。
〇　府教育庁としても、中学校等への説明機会において、工科高校における系・専科の選択やカリキュラム等について、一層の周知を図ってまいる。
項目９（４５）
〇　産業教育に関する設備の更新などについては、毎年、関係各校より提出される産業教育振興施設・設備の整備計画書にもとづき、各校の状況をふまえ、順次計画的に進めている。
〇　限られた財源の中ではあるが、必要な施設・設備の改善・充実に努めてまいる。
項目１０（４８）
〇　産業教育に関する設備の更新などについては、毎年、関係各校より提出される産業教育振興施設・設備の整備計画書にもとづき、各校の状況をふまえ、順次計画的に進めている。
〇　限られた財源の中ではあるが、　必要な施設・設備の改善・充実に努めてまいる。
項目１１（５１）
〇　工業の職業教育を行っている総合高校における、産業教育に関する設備の更新などについては、毎年、関係各校より提出される産業教育振興施設・設備の整備計画書にもとづき、各校の状況をふまえ、順次計画的に進めている。
〇　限られた財源の中ではあるが、必要な施設・設備の改善・充実に努めてまいる。
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